
令和９年度語学指導助手業務委託公募型プロポーザル方式実施要領 
 

１ 目的 

この要領は、令和９年度語学指導助手業務委託（以下「本業務委託」という。）を実施するに

あたり、本業務委託の履行に最も適した委託候補者を選定するため、公募型プロポーザル方式

（以下「プロポーザル」という。）の実施に必要な事項を定める。 
 

２ 業務委託概要 

業 務 名 令和９年度語学指導助手業務委託 

業 務 内 容 別紙「令和９年度語学指導助手業務委託仕様書」 

（以下「仕様書」という。）のとおり 

契 約 期 間 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

提 案 上 限 額 ５７，０２４，０００円（税込み） 

※上記の金額を超えての提案は失格とする。 

委託料の支払い 業務報告書をもとに月ごとの分割払いとする。 

問い合わせ先及び

書類の提出先 

松伏町教育委員会（教育総務課） 

【所在地】〒３４３－０１９２ 

     埼玉県北葛飾郡松伏町大字松伏２４２４番地 

【担 当】野田 陽平 

【電 話】０４８－９９１－１８６４（松伏町教育委員会教育総務課直通） 

【メール】kyosomu@town.matsubushi.lg.jp（松伏町教育委員会教育総務課） 
 

３ 参加資格要件 

本業務のプロポーザルに参加する提案者の資格は、以下の要件をすべて満たすこと。 

（１）令和７・８年度松伏町業務委託等入札参加資格名簿（以下、「資格者名簿」という。）

に登録があること。 

（２）過去５年以内に公立小学校又は中学校でのＡＬＴ派遣又は委託の導入実績があること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で 

あること。 

（４）実施要領を公表した日から契約締結の日までの間において、松伏町建設工事等及び物品

の買入れ等の契約に係る指名停止等の措置要綱（平成８年松伏町告示第７４号）に基づ

く指名停止措置を受けていない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

の適用を申請した者にあっては、会社更生法又は民事再生法に基づき裁判所からの再生

手続き開始又は再生手続きの決定がされており、かつ、松伏町の再審査を受け、実施要

領を公表した日に入札参加資格を有する者であること。 

（６）実施要領を公表した日から契約締結の日までの間において、松伏町の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成８年松伏町告示第７３号）に基づく氏名除外措置

を受けていない者であること。 

（７）（１）の規定にかかわらず、資格者名簿に未登録の者に対しては、次に掲げる書類の提

出による審査を行い、適当と認められるときは、プロポーザルに参加することができる。 



   ア 参加者概要書（様式４号） 

   イ 印鑑証明書の写し 

   ウ 履歴事項全部証明書 

   エ 「法人税」と「消費税及地方消費税」に未納税がないことの証明書（その３の３）

の写し 

   ・提出日前３か月以内に税務署が発行したもので、現状に適合しているもの。 

   ・納税証明書（その３）でも可とする。 

   オ 財務諸表 

 

４ 各種様式の入手方法 

 参加表明書等各種様式及び実施要領等については、町のホームページからダウンロードして

入手すること。原則、窓口での配布は行わない。 

（URL） 

 

 

 

 

５ プロポーザルに係る実施スケジュール 

内容 日程 

実施要領等の公表 令和８年 ８ 月２８日（金） 

質問受付期限 同  年 ９ 月 ７日（月）午後３時 

質問回答期限 同  年 ９ 月１４日（月） 

参加表明書兼誓約書の提出期限 同  年 ９ 月２５日（金）午後３時 

企画提案書提出期限 同  年１０月 １日（木）午後３時 

プロポーザル審査の実施 同  年１０月 ２日（金）～１０月１４日（水） 

選定結果の通知 同  年１０月中旬 

 

６ 質問の受付・回答 

実施要領等、プロポーザルに関する質問は、「質問書（様式３号）」により受け付ける。 

（１）提出期限   令和８年９月７日（月）午後３時まで（必着） 

（２）提出方法   ア 電子メールにより提出すること。 

            ※電話又は口頭による質問は受け付けない。 

            ※質問の趣旨について、質問者へ問い合わせを行うことがある。 

          イ 提出する際の電子メールの件名は「【商号又は名称】質問書提出」

とすること。 

            ※なお、電子メール送付後、その旨を電話連絡すること。 

（３）質問回答期限 令和８年９月１４日（月） 

（４）回答方法   町のホームページに質問回答期限までに掲載し、個別には回答しない。 

 

 

https://www.town.matsubushi.lg.jp/0000002983.html 



７ 参加表明書兼誓約書及び企画提案書の提出（必須） 

（１）提出書類 

  ア 参加表明書兼誓約書（様式１号）１部 

イ 企画提案書 ６部   正本１部、副本５部 並びに 電子データ 

   ※企画提案書の電子データについては「.doc」「.xls」「.pdf」「.ppt」「.docx」「.xlsx」

「.pptx」ファイル形式に限る。 

    提案書には、以下の事項を必ず記載し、①～⑧の順で、インデックスを貼り付け製本

又はファイルに綴じること。 

    ①会社概要、企業実績、外国語教育に関する経営理念 

    ②ＡＬＴの採用 

    ③ＡＬＴの研修体制 

    ④ＡＬＴの管理体制 

    ⑤ＡＬＴの危機管理体制 

    ⑥町教育委員会及び学校への研修や指導サポート体制 

    ⑦小規模特任校における取組（放課後英語教室 等） 

    ⑧提示金額（経費） 

ウ 見積書（様式２号） １部 

エ 見積明細書（任意様式） １部 

（２）提出期限  令和８年１０月１日（木）午後３時まで（必着） 

（３）企画提案書様式  Ａ４版横書きとする。 

（４）提出方法  

上記の担当課へ直接持参又は郵送（簡易書留）により提出すること。 

ただし、電子データは、電子メール（１通あたり２０ＭＢ以内）にて送付すること。 

なお、２０ＭＢを超える場合は、上記担当まで電話連絡すること。   

（５）注意事項   

ア 参加表明書兼誓約書及び見積書等は、指定の様式で作成し、件名、所在地のほか、必

要事項を記載のうえ、代表者印を押印すること。 

イ 参加表明兼誓約書を提出する者が１者の場合もプロポーザルは継続するものとし、企

画提案書等の審査の結果、基準（合格点が８０点以上）を満たす場合は委託者候補とし

て選定し、契約を締結する。 

 

８ 参加辞退 

 企画提案の辞退は自由であり、以後、辞退による不利益な扱いはしないものとする。 

 

９ 見積書の提出に関する注意事項 

（１）見積書等に関する評価は、税抜き価格をもって評価金額とするので、貴社が消費税及び 

地方消費税に係る課税事業者である場合は、見積った希望金額の１１０分の１００に相 

当する金額を見積書に記載すること。 

（２）見積書には、件名、見積金額、所在地、社名及び代表者を記載し、代表者印（代理人の 

場合は、代理人の印）を押印すること。 

（３）提出された見積書等は、これを書換え、引換え又は撤回することはできない。 



（４）見積もり対象は、３年間の範囲で小学校（ＡＬＴ２名）・中学校（ＡＬＴ２名）とし、 

   詳細は、別紙仕様書によるものとする。 

（５）受託者は、下記の各年度予算の範囲内で業務を実施するものとする。 

  令和 ９年度 １９，００８，０００円（税込み） 

  令和１０年度 １９，００８，０００円（税込み） 

  令和１１年度 １９，００８，０００円（税込み） 

 

１０ 企画提案書等の取扱い 

（１）企画提案書等は、参加表明書兼誓約書提出者１者につき１提案のみ受け付ける。 

（２）提出期限後は、書類の変更、差替、再提出若しくは撤回は認めない。 

（３）提出書類は、返却しない。 

（４）松伏町教育委員会教育総務課は、必要がある場合には、追加資料 の提出を求めること

ができる。 

（５）企画提案書等の作成及び提出に係る費用等、プロポーザル参加に要する費用は全て参加 

者の負担とする。 

（６）参加者は、企画提案書等の提出をもって、実施要領等の内容に同意したものとみなす。 

（７）企画提案書等の著作権は、提案者に帰属する。 

（８）企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者 

の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は提案者が負う。 

 

1１ 失格の取扱い 

  次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

（１）実施要領等で示す条件に違反した企画提案書等を提出した場合 

（２）虚偽の内容が記載されている企画提案書等を提出した場合 

（３）見積書の金額が、２の提案上限額を超える場合 

（４）審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

（５）その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

 

1２ 委託候補者の選定方法等 

（１）選定審査方法 

提出された企画提案書及び見積書を別表「令和９年度語学指導助手業務委託 審査基準表」

に基づき審査し、最も優秀な提案をした事業者を委託候補者として選定する。 

（２）審査項目及び配点について 

   別表 「令和９年度語学指導助手業務委託 審査基準表」 のとおり。 

（３）配点割合 

  各評価項目別配点割合は以下のとおりとし、５点（特に優れている）、４点（優れている）、 

３点（普通）、２点（やや劣る）、１点（劣る）の絶対評価で採点する。 

  ただし、評価項目③ＡＬＴの採用は、配点を１５点とし、１５点（特に優れている）、 

１２点（優れている）、９点（普通）、６点（やや劣る）、３点（劣る）で、評価項目⑦ 

小規模特任校における取組は、配点を３０点とし、３０点（特に優れている）、２４点（優

れている）、１８点（普通）、１２点（やや劣る）、６点（劣る）の絶対評価で採点する。 



1３ 選定結果の通知 

  委託候補者選定後、参加者全員に結果を通知する。 

  審査の経緯及びその内容に関しての問合せや、選定結果に対する異議申し立ては受付けな 

いものとする。 
 

1４ 契約手続き等について 

（１）委託候補者として選定された者と松伏町教育委員会教育総務課との間で、本業務の目的

達成のために必要と認められる場合には、松伏町教育委員会教育総務課と委託候補者との

協議により内容を一部変更した上で委託仕様書を作成し、契約を締結する。 

（２）委託候補者として選定された者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その 

理由を記載した辞退届を提出すること。なお、この場合、次点者を委託候補者として選定 

する。 

（３）委託候補者は、契約締結時に委託料の内訳明細書を提出すること。 

（４）委託料は、業務報告書をもとに月ごとの分割払いとする。 

別表 「令和９年度語学指導助手業務委託 審査基準表」 

評価項目 着眼点 配点基準 

①会社概要・企業実

績・外国語教育に関

する経営理念 

地方自治体等からの外国語指導の受託実績を有しているか 

また公教育における外国語指導業務委託の実績及び外国語指導講師（以下ＡＬＴ

とする）の派遣実績は有しているか 

会社の概要（資本金、従業員数、営業年数等） ５点 

１０点 ＡＬＴは公立学校における外国語教育及び必要な資質、理念

や方針を十分理解し業務に当たっている 
５点 

②ＡＬＴの採用 

ＡＬＴの採用体制、採用基準、採用方法が業務に適しているか 

ＡＬＴの採用する採用体制（組織、業務内容、役割分担等）

が十分に構築された上で、適切な採用基準、採用方法から 

能力の高いＡＬＴの派遣を行っている 

１５点 １５点 

③ＡＬＴの研修体制 

ＡＬＴの採用から配置先での業務を行うまで、及び業務を 開始してから研修が

適切に行われているか 

ＡＬＴの配置前の研修の回数や期間、計画等が構築され、 

ＡＬＴの資質、能力の向上に努めている 
５点 

１５点 

ＡＬＴの配置前研修内容 

①児童の実態に応じた指導が適切に行えるような研修が行

われている 

②「新学習指導要領」を踏まえた研修を行っている 

③ＩＣＴ活用における指導方法について、研修を行っている 

５点 

ＡＬＴ配置後の研修頻度として研修内容について、常にＡＬ

Ｔの意欲を高め、学校の実態等の把握を認識したうえでの定

期的な研修を行っている 

５点 



④ＡＬＴの管理体制 

ＡＬＴの勤務状況の把握方法、勤務評価方法、提案者との連絡体制など労務管理

体制は適切か 

ＡＬＴの勤務状況の把握（欠勤・遅刻等）による連絡体制が

整備され、教育委員会や学校への迅速な対応がとられている 
５点 

１０点 
ＡＬＴの勤務評価（方法、回数、対応）及び評価後の指導体

制の改善等、迅速な対応をとっている 
５点 

⑤ＡＬＴの危機管理体

制 

欠員が生じた場合の補充体制、事故や災害等に関する支援体制（管理体制や保障

体制）は適切であるか。また、緊急時や業務内容の変更に対し迅速な連絡体制が

整備されているか 

欠員が出た場合の補充体制を迅速に対応できる。緊急時 

（事故や災害等を含み）における、学校への支援体制が整っ

ている 

５点 

１０点 

緊急時や業務内容の変更に対し迅速な連絡体制が整備され

ている 
５点 

⑥町教育委員会及び学

校への研修や指導サ

ポート体制 

児童生徒の英語コミュニケーション能力の測定方法や個々

の能力を高める実践等のノウハウを持っている（ブレンディ

ット授業等） 

５点 

２０点 

教員に対する効果的な研修体制及び研修内容が考えられ、質

の高い研修を教育委員会、学校へ提供できる 
５点 

新学習指導要領の内容を理解し、カリキュラム・外国語教

材・教具等の開発や提供について取り組んでいる 
５点 

教育委員会や学校からの要望、苦情、トラブル等について適

切且つ誠意ある対応を行っている 
５点 

⑦小規模特任校に 

おける取組 

小規模特認校として特色ある教育活動を実施する金杉小

学校において、学校の「特色ある教育活動」が効果的に

実施できるよう支援策を持っている。 

３０点 ３０点 

⑧提示金額（経費） 
事業の積算に係る単価や経費が妥当であり、業務の提案内容

と整合性がとれているか 
１０点 １０点 

合計得点  １２０点 

 


